A SEED JAPAN

第2回遺伝資源調達及び利益配分の取り組み状況に関する公開質問状及び回答票
回答を作成された方のご連絡先の記入をお願い致します。
（社名以外の情報は公開致しません。）
会社名：
部署名：
役職：
氏名：
住所：〒
電話：
FAX：
e-mail：
【回答方法】
該当する項目のチェックボックス（□）に印をつけてください。
【本質問状における用語の説明】（生物多様性条約及び名古屋議定書から一部引用）（波線は加筆）
遺伝資源：現実の又は潜在的な価値を有する遺伝素材をいう。 

遺伝素材：遺伝の機能的な単位を有する植物、動物、微生物その他に由来する素材をいう。
遺伝資源の利用：条約第2条に定義するバイオテクノロジーの応用を通じたものも含め、遺伝資源の遺伝的及び/又は生化学的な構成に関する研究及び開発の行為をいう。（例：組み換え、育種など）
バイオテクノロジー：物又は方法を特定の用途のために作り出し又は改変するため、生物システム、生物又はその派生物を利用する応用技術をいう。
派生物：生物資源もしくは遺伝資源の遺伝子発現又は代謝の結果として生じる天然に存在する生化学的化合物をいい、遺伝の機能的な単位を有しないものも含む。
遺伝資源の利用者：遺伝資源の原産国、又は遺伝資源の提供国から遺伝資源を取得し、これを利用する者（個人及び法人）のこと。
遺伝資源の原産国：生息域内状況（森林や海といった自然環境）において遺伝資源を有する国をいう。
遺伝資源の提供国：生息域内の供給源から採取された遺伝資源又は生息域外の供給源から取り出された遺伝資源（自国が原産国であるかないかを問わない）を提供する国をいう。
遺伝資源の調達について
質問１－１：遺伝資源の調達状況をお答えください。（複数回答可）
（１）□　国内から遺伝資源を調達している
（２）□　国外から遺伝資源を調達している
（３）□　調達していない
質問１－２：遺伝資源を利用している場合、その利用形態をお答えください。（複数回答可）
（１）□　遺伝子組み換え
（２）□　生合成（例：発酵など）
（３）□　育種及び選抜
（４）□　抽出

（５）□　その他：
国外の遺伝資源の調達について
質問２－１：質問１－１で（２）と答えた方に質問します。国外の遺伝資源の調達方法をお答えください。（複数回答可）
（１）□　自社で直接調達している
（２）□　サプライヤーを通じて間接的に調達している
（３）□　その他：
質問２－２：質問２－１で（１）と答えた方に質問します。遺伝資源の調達に先立って、貴社は遺伝資源の原産国又は提供国から「ボン・ガイドライン36項」に記載されている事前の情報に基づく同意を取得していますか。
（１）□　取得している
（２）□　取得していない
（３）□　その他：
質問２－３：質問２－１で（２）と答えた方に質問します。遺伝資源の調達に先立って、貴社は、サプライヤーが遺伝資源の原産国又は提供国から「ボン・ガイドライン36項」に記載されている事前の情報に基づく同意を取得していることを確認していますか。
（１）□　確認している
（２）□　確認していない
（３）□　その他：
国外の遺伝資源の利用から生じた利益の配分について
質問３－１：遺伝資源の原産国又は提供国との間で遺伝資源の利用から生じた利益の配分などの内容を決定する際に、貴社は、「ボン・ガイドライン44項」に記載されている条件などを相互に合意していますか。
（１）□　合意している
（２）□　合意していない
（３）□　その他：
質問３－２：質問３－１で（１）と答えた方に質問します。どのような利益の配分をおこなっていますか。その詳細をお書きください。（複数回答可）
詳細
【金銭的利益】（例：ロイヤルティー支払金、マイルストーン支払金など）
【非金銭的利益】（例：研究開発成果の共有、技術移転のための能力の強化など）
質問３－３：質問３－１で（１）と答えた方に質問します。貴社は、利益配分先に対して配分した利益の使用方法について、生物多様性保全に資する目的で使用することを求めていますか。
（１）□　求めている（例：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（２）□　求めていない
（３）□　その他：
名古屋議定書採択に対する対応について
質問４－1：名古屋議定書は、遺伝資源を利用する国において、遺伝資源を提供した国の法律などの遵守状況の確認にあたり、監視機関（チェックポイント）を設けることを求めています。貴社は、どこに監視機関を設けるべきだと考えていますか。設置場所とその選択理由をお答え下さい。

（１）□　権限ある国内当局（例：遺伝資源の取得の許認可に責任を持つ省庁）
（２）□　公的資金を受けた研究機関（例：国の予算を利用し、遺伝資源の利用に関係する研究をする機関など）
（３）□　遺伝資源の利用に関係する研究結果を公表する団体（例：遺伝資源の利用に関係する学会など）
（４）□　知的所有権の審査機関（例：特許庁など）

（５）□　遺伝資源から生ずる製品を規制する又は流通許可を行なう権限当局（例：厚生労働省など）
（６）□　植物防疫所（例：輸出入の際に税関などで実施する植物検疫をする所）
（７）□　その他：
選択された理由
利益配分に関する指針について
質問５－１：ヨーロッパの企業は、遺伝資源の調達から利益配分までのサプライチェーンにおける透明性の確保などのために、その取り組みの第3者認証を導入しています。貴社は、遺伝資源の調達から利益配分までのサプライチェーンの取り組みについて、このような第3者認証を利用していますか。
（１）□　利用している。
（２）□　利用していない。
（３）□　その他：
ステイクホルダーとの協働について
質問６－１：遺伝資源の調達や利益配分などに関して、NPO/NGOとの対話や協働に関心はありますか、お答え下さい。
（１）□　関心はある。
（２）□　関心はない。
（３）□　その他：
質問６－２. 質問６－１で（１）と答えた方にお伺いします。NGOとの対話などにどのようなことを期待しますか。なお、本質問の回答は非公開とさせて頂きます。
質問は以上となります。回答にご協力して頂き、誠にありがとうございました。
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